
大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金交付要綱 

 
（趣 旨） 
第１条 知事は、意欲と能力を有しながら、経済環境の変化等によって負債の償還が困

難となっている農業者に対し、その償還負担の軽減を図るため、大分県農業経営

負担軽減支援資金事業実施要綱（平成１３年８月１４日付け農経第６９２号。以

下「実施要綱」という。）に規定する農業経営負担軽減支援資金を貸し付ける融

資機関に対し、予算の定めるところにより利子補給金を交付するものとし、その

交付については、大分県補助金等交付規則（昭和４３年大分県規則第２７号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 
 
（利子補給対象資金及び利子補給率） 
第２条 利子補給の対象となる資金は、融資機関が農業者に融資する農業経営負担軽減

支援資金とし、その利子補給率は、実施要綱第３の３に定める県の利子補給率以

内とする。 
    また、知事が特に認めた場合の上乗せの利子補給率は、実施要綱第３の４に定

める県の上乗せ利子補給率以内とする。 
 
（利子補給契約） 
第３条 第１条に規定する利子補給契約は、知事が融資機関との間に締結する大分県農

業経営負担軽減支援資金利子補給契約書（様式第６号）によって行うものとし、

その申込は大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給契約書締結申込書（様式第

７号）によって行うものとする。  
 
（利子補給金の額） 
第４条 第１条の規定により交付する利子補給金の額は、次のとおりとする。 

 融資機関が融資した毎年１月１日から６月30日まで及び７月１日から12月 31

日までの期間（以下「計算期間」という。）における資金の融資平均残高（延滞

残高を除いた計算期間中の毎日の最高残高の総和を年間の日数で除して得た金額

をいう。）に第２条に規定する利子補給率を乗じて得た額とする。 
 
（利子補給金交付申請並びに実績報告） 
第５条 規則第３条第１項並びに規則第１２条の規定による交付申請並びに実績報告

は、大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金交付申請書並びに実績報告書(様

式第１号）によるものとし、次に掲げる書類を添付し、上期（毎年１月１日から

６月 30 日までの期間）に係るものについては７月 31 日までに、下期（毎年７月

１日から 12 月 31 日までの期間）に係るものについては翌年の１月 31 日までに知

事に提出しなければならない。 



 
  （１）貸付及び利子補給計画並びに貸付及び利子補給実績書（様式第２号） 
  （２）融資平均残高計算明細書（様式第３号） 
 
（利子補給条件） 
第６条  規則第５条の規定による利子補給条件は、次のとおりとする。 
  （１）この利子補給金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類は、利

子補給事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管す

ること。 
  （２）常に利子補給に係る貸付債権の保全に努めること。 
  （３）その他、規則、実施要綱及びこの要綱の定めに従うこと。 
 
（利子補給金の交付決定並びに額の確定の通知） 
第７条 規則第６条並びに規則第１３条の規定による交付決定通知並びに額の確定通知

は、大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金交付決定通知書並びに額の確定

通知書（様式第４号）により行うものとする。 
 
（利子補給金の交付請求） 
第８条 利子補給金の交付決定通知並びに額の確定通知を受けたものが、利子補給金の

交付を請求しようとするときは、利子補給金交付請求書（様式第５号）を知事に

提出しなければならない。  
 
 
 
 附 則  この要綱は、平成１３年８月１４日から施行する。 
 
 附 則  この要綱は、平成１４年７月１日から施行する。 
 
 附 則  この要綱は、平成１９年７月２５日から施行する。 
 

附 則  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 



 
 様式第１号（第５条関係） 
 
 

   年度 期大分県農業経営負担軽減支援資金 

利子補給金交付申請書並びに実績報告書 
 
 

第     号 
    年  月  日 

 
 
 
 大分県知事            殿 
 
 
 
                    所 在 地 
                    融資機関名 

 代 表 者 名                         
 
 
 
     年  月  日から    年  月  日までの期間に係る大分県農業経

営負担軽減支援資金利子補給金の交付を受けたいので、大分県農業経営負担軽減支援資

金利子補給金交付要綱第５条の規定により、別紙関係書類を添えて申請並びに実績報告

をします。 
 
 

記 
 
  １ 交付申請額並びに実績額    金           円 
 
  ２  添付書類 
    （１）貸付及び利子補給計画並びに貸付及び利子補給実績書（様式第２号） 
    （２）融資平均残高計算明細書（様式第３号） 
 



  
 様式第４号（第７条関係） 
 

   年度 期大分県農業経営負担軽減支援資金 

 利子補給金交付決定通知書並びに額の確定通知書 
 

第     号 
    年  月  日 

 
 
  
 融資機関代表者                      殿 
 
 
                     大分県知事          
 
 
     年  月  日付け  第    号で交付申請並びに実績報告のあった 

   年度 期大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金について、下記のとおり交

付することに決定し、併せて利子補給金の額を同額に確定したので、大分県農業経営負

担軽減支援資金利子補給金交付要綱第７条の規定により通知します。 
 
 

記 
 
１ 利 子 補 給 事 業 に 要 す る 経 費  金         円 
２ 利子補給金の交付決定額並びに額の確定額  金         円 
３ 利子補給条件 
 (1) 利子補給金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類は、利子補給事 

業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管すること 
 (2) 常に利子補給に係る貸付債権の保全に努めること 
 (3) その他、大分県補助金等交付規則、大分県農業経営負担軽減支援資金事業実施要 

綱及び大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金交付要綱の定めに従うこと 
 
 
 



 
 様式第５号（第８条関係） 
 
 

   年度 期大分県農業経営負担軽減 

支援資金利子補給金交付請求書 
 
 

第     号 
    年  月  日 

 
 
 
 大分県知事            殿 
 
 
 
                    所 在 地 
                    融資機関名 

 代 表 者 名                         
 
 
 
     年  月  日付け  第    号で交付決定通知並びに額の確定通知の

あった   年度大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金          円

を精算払の方法により交付されるよう、大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給金交

付要綱第８条の規定により請求します。 
 
 
         
 
 
 
 
 
 
 



  
 様式第６号（第３条関係） 
 

               大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給契約書  

 
  大分県知事         （以下「甲」という。）と、                        
                     （以下「乙」という。）とは、乙が貸し付ける大分県農業

経営負担軽減支援資金利子補給金交付要綱（平成１３年８月１４日付け農経第６

９３号。以下「交付要綱」という。）第２条に規定する資金につき、甲が乙に対

し利子補給金を交付することについて、交付要綱第３条の規定により次の条項を

契約する。  
 
第１条   甲は、乙の融資に係る大分県農業経営負担軽減支援資金事業実施要綱第  

で定める農業経営負担軽減支援資金（以下「本資金」という。）につき、

交付要綱の定めるところにより乙に対し利子補給金を交付する。  
第２条   乙の貸付けに関し、甲の行う利子補給は、乙の利子補給承認申請書（大

分県農業経営負担軽減支援資金事務処理要領（以下「事務処理要領」とい

う。）第１の１の（１）に定める様式第１号）に基づき、甲が利子補給承

認通知書（事務処理要領第１の２の（４）に定める様式第４号）を交付す

ることによって行うものとする。  
第３条   乙は、前条の利子補給承認通知書の交付を受けたときは、利子補給承認  

の日から１ケ月以内に貸付けを行わなければならない。  
第４条   乙の貸付けの弁済期限等の変更に基づく甲の利子補給の変更は、乙の利  

子補給変更承認申請書（事務処理要領第４の１の（１）に定める様式第７  
号）に基づき、甲が利子補給変更承認通知書（事務処理要領第４の２の（３） 
に定める様式第８号）を交付することによって行うものとする。  

第５条   乙は、第３条の規定による貸付けを行ったとき、１月１日から６月３０  
日までの期間に係るものについてはその年７月１０日、７月１日から１２  
月３１日までの期間に係るものについては翌年の１月１０日までに、また  
前条の規定により甲の利子補給に係る貸付けの弁済期限等を変更したとき  
は、遅滞なく、その旨を甲に対して報告するものとする。  

第６条   甲が乙に対して交付する利子補給金の額は、交付要綱第４条に規定する  
方式により算出した額とする。  

第７条   乙は、甲に対し利子補給金の交付を受けようとするときは、交付要綱第  
４条に規定する利子補給金については、交付要綱第５条に規定する期間ま  
でに、利子補給金交付申請書を甲に提出するものとする。  

第８条   甲は、乙から請求書を受理したときは、その日から３０日以内にこれを  
支払うものとする。  

    ２   甲が前項の支払を遅延したときは、支払期限の翌日から支払する日まで  



の期間の日数に応じ、年１０．９５パーセントの割合をもって計算した遅  
延損害金を乙に支払うものとする。  

    ３   前項の規定に定める年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、 
３６５日当たりの割合とする。  
第９条   乙は、甲の利子補給に係る貸付債権の回収状況に関し、毎年１月

１日から６月３０日まで及び７月１日から１２月３１日までの期間ごとに

つき、第７条に規定する利子補給申請書に添付して甲に対し報告するもの

とする。  
第１ ０条   乙は、常に甲の利子補給に係る貸付債権の保全に必要な注意を払わなけ  

ればならない。  
第１ １条   甲は、甲の利子補給に係る本資金を借り受けた者が、その借入金を目的  

以外に使用したときは、乙に対する利子補給金を打ち切り、又は既に交付  
した利子補給金の全部若しくは一部の返還を命じることができる。  

 ２ 甲は、乙の責に帰すべき事由により乙が実施要綱又はこの契約の条項に  
違反したときは、乙に対する利子補給金を打ち切り、又は既に交付した利  
子補給金の全部又は一部の返還を命ずることができるものとする。  

第１ ２条   乙は、甲の利子補給に係る本資金の融資に関し甲が報告を求めた場合、  
又は甲の職員をして当該融資に関する帳簿、書類等を調査させることを必  
要とした場合には、これに協力しなければならない。  

第１ ３条   この契約の内容に変更を加えようとするときは、その都度甲乙両者の協  
議により定めるものとする。  

第１ ４条   この契約に疑義を生じたとき、又はこの契約に定めのない事項について  
は、甲乙両者の協議により定めるものとする。  

 
この契約締結の証として本契約書２通を作成し、甲乙記名押印してそれぞ

れ１通を保有するものとする。  
 
 
              年     月     日  
 
 
                            大分市大手町３丁目１－１  
                      甲     大  分  県  知  事                 印  
 
 
                            住所  
                            融資機関名  
                      乙     代表者名                           印  
 
 



 
 様式第７号（第３条関係） 
 

大分県農業経営負担軽減支援資金利子補給契約書締結申込書 
 
 

第     号 
    年  月  日 

 
 
 
 大分県知事            殿 
 
 
 
                    住  所 
                    名  称 

 代表者名                         
 
 
 
 大分県農業経営負担軽減支援資金の貸付に伴い、別添の「大分県農業経営負担軽減支

援資金利子補給契約書」により利子補給契約を締結したいので申し込みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


